
 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ＜第１会場＞               ＜第２会場＞ 

 公開事業評価当日の様子（平成２４年８月１８日実施） 

市民目線で市の事務事業をより良いものにするために 

公開事業評価（河内長野版事業仕分け） 

決算書掲載頁　P89

協働型行政への転換、行政サービスの量的拡大から質的充実を図る「選択と集中」による行政運営への転換を図るた
めに、市の事務事業に外部の視点を取り入れるとともに、公開の場で行政と市民等が議論することで、行政の透明性の
確保を図る。
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直営 平成23年度 公開事業評価（かわちながの版外部行政評価）委員会運営規程

市が実施する事業

平成２４年度に実施した行政評価の見直しに合わせ、市内部で実施した行政評価の結果を外部の視点から検証し、評価
の客観性を担保する外部評価の仕組みを構築する。また、外部評価の実施にあたっては、持続可能で効率的な運営に
努める。
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者の構成、事前説明会や当日の時間配分等のスケジュール等について見直しを行い、「公開事業評価（河内長野版事
業仕分け）」として実施することで、外部の視点による事務事業のさらなる改善を図る。
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細事業：公開事業評価事業                            

１．「公開事業評価（河内長野版事業仕分け）」の実施 

 「市民目線で市の事務事業をより良いものにするために」をキャッチフレーズに、協働型行政への転換、

「選択と集中」による行政運営への転換を図る一つのツールとして、本市が行う事業の「必要性」、「担い手」、

「効果」などについて、公開の場で市民と行政とが議論し、外部の視点から評価を受ける「公開事業評価（河

内長野版事業仕分け）」を実施した。 

 また、評価結果を受けて市内部で今後の方向性について検討を行い、施策や平成２５年度以降の予算への

反映を行った。 

 

＜平成２４年度 対象事業と評価結果＞ 

会

場 
事業名 

評価の分類（人） 

評価の結果 
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営
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の
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直
し 

要
改
善 

現
行
ど
お
り 

第

１

会

場 

窓口センター管理運営事業 2     4 1 要改善 

防犯活動推進事業         7 現行どおり 

商工業振興事業       7   要改善 

家庭系ごみ収集事業     1   6 現行どおり 

公園緑地管理事業     1 6   要改善（拡大） 

第

２

会

場 

乳幼児健診センター施設管理事業       7   要改善 

小山田地域福祉センター管理運営事業     3 4   要改善 

自主防災組織育成事業       5 2 要改善（拡大） 

公民館施設管理運営事業 1   1 5   要改善 

文化会館管理運営事業       4 3 要改善 

 （※注）協働・指定管理・民間委託などの検討。 

 

２．外部行政評価の見直しに向けた検討 

 市の内部で行った行政評価※の結果が妥当であるかどうかを、市民等の視点や専門的見地から検証し、評

価の客観性を確保するため、外部の視点による行政評価の一手法である「公開事業評価（河内長野版事業仕

分け）」の実施方法の改善について検討を行った。 

 

 

  ※ 行政評価 

･･･市が行っているサービスに対して、成果目標（どのような成果を得るのか）を設定し、その達成度の 

向上をめざして、限られた行政資源（予算や職員など）を有効に活用していくための行政経営の仕組み。 

 

 【行政評価に取り組む目的】 

  １．わかりやすく透明性の高い行政運営（説明責任の確保） 

  ２．信頼される行政体質の確立（コスト・成果重視への職員の意識改革）  

  ３．事業の再構築や重点化などによる限られた資源の有効活用 

 

（※注） 


